
公立大学法人首都大学東京 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び局 

（１）監査対象団体 公立大学法人首都大学東京 

（２）監査対象局  総務局 

 

２ 事業の内容 

 （１）事業の概要 

公立大学法人首都大学東京（以下「法人」という。）は、地方独立行政法人法(平成１５年法

律第１１８号。以下「法」という。）に基づき、平成１７年４月１日に設立された地方独立行

政法人である。 

法人は、大都市における人間社会の理想像を追求することを使命とし、広い分野の知識と深

い専門の学術を教授研究するとともに、教育研究機関、産業界等との連携を通じて、大都市に

立脚した教育研究の成果をあげ、豊かな人間性と独創性を備えた人材を育成し、もって都民の

生活及び文化の向上に寄与することを目的として、東京都（以下「都」という。）が設立した。 

法人は、この使命を達成するため、首都大学東京、産業技術大学院大学及び都立産業技術高

等専門学校の三つの高等教育機関を管理運営している。 

法人には、公的な教育機関として、次代の東京を担う人材を育成するとともに、都が抱える

諸課題を見据えた教育研究に取り組み、都のシンクタンクとしての役割を果たすこと、東京に

立地する大学や研究機関等と連携し、地域社会の発展に貢献することが求められている。 

各教育機関が、それぞれの特性を生かした学校運営を行い、教育研究や社会貢献を通じて地

域社会の発展・向上に寄与するとともに、法人が教育機関相互の連携・協力を推進することに

より、法人全体としての存在意義をより一層高めていくよう、法人は、主に次の事業を行って

いる。 

ア 学生に対して、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと 

イ 法人以外の者からの委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の

者との連携による教育研究活動を行うこと 

ウ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること 

エ 教育研究の成果を普及し、その活用を促進すること 
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（２）都との関係 

都は、表１のとおり、平成１７年度、法人の設立に際し都立大学（現：首都大学東京・南大

沢キャンパス）及び都立保健科学大学（現：首都大学東京・荒川キャンパス）の土地及び建物

（評価額７１５億４,９１９万５，３３９円、現物出資（出資比率100％））を、また、平成２０年

度には、首都大学東京・日野キャンパスほか３施設の土地及び建物（評価額５６８億９，５９６万

３，４８１円）を、平成２３年度には、都立産業技術高等専門学校・高専荒川キャンパスの土

地（評価額１３１億５，６６６万７，２００円）を現物出資している。 

 

（表１）出資（現物出資）の状況                      

 出資額（評価額） 内  訳 

平成１７年度 ７１５億４，９１９万５，３３９円

都立大学（現：首都大学東京・南大

沢キャンパス）及び都立保健科学大

学（現：首都大学東京・荒川キャン

パス）の土地及び建物 

平成２０年度 ５６８億９，５９６万３，４８１円
首都大学東京・日野キャンパスほか

３施設の土地及び建物 

平成２３年度 １３１億５，６６６万７，２００円
都立産業技術高等専門学校・高専荒

川キャンパスの土地 

合  計 １，４１６億１８２万６，０２０円

  

都は、法人に対する補助金等として、都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）

等に基づき、表２のとおり、運営費交付金を法人の事業の財源に充てる経費のために、また、

施設費補助金を施設・設備の整備に要する経費のために交付している。 

さらに、表３のとおり、高等学校等就学支援金事務費を就学支援金の支給に要する経費のた

めに交付している。 

なお、都は、法第１１条に基づき、都知事の附属機関として東京都地方独立行政法人評価委

員会（以下「都評価委員会」という。）を設置し、法人の業務実績の評価に関することなど必

要な事務を行っている。 

 

（表２）運営費交付金及び施設費補助金の交付状況           （単位：円） 

 第６期 

（平成22.4.1～平成23.3.31） 

第７期 

（平成23.4.1～平成24.3.31） 

運営費交付金 16,223,242,698 17,287,417,115

施設費補助金 3,704,265,285 4,264,099,769

合  計 19,927,507,983 21,551,516,884
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（表３）高等学校等就学支援金及び事務費の交付状況          （単位：円） 

 第６期 

（平成22.4.1～平成23.3.31） 

第７期 

（平成23.4.1～平成24.3.31） 

就学支援金 133,637,150 135,118,750

事務費 389,000 370,000

合 計 134,026,150 135,488,750

 

 

 

３ 組織（平成２３年５月１日現在） 

法人は、主たる事務所を新宿区西新宿二丁目８番１号に、各キャンパスを、表４のとおり、都内

１０か所に置く。 

役職員等は、役員８名（理事長１名、副理事長３名、理事３名、監事１名）（うち非常勤１名）、

教員８６９名及び職員５００名（都派遣職員１８１名を含む。）であり、事務組織は、１室６部２セ

ンターをもって構成されている。 
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 （表４）各キャンパス所在地等 

学校名 キャンパス名（所在地） 教育研究組織等 

南大沢キャンパス 

（八王子市南大沢一丁目１番） 

都市教養学部 

都市環境学部      （注） 

日野キャンパス 

（日野市旭が丘六丁目６番） 

システムデザイン学部 

（３、４年次） 

荒川キャンパス 

（荒川区東尾久七丁目２番） 

健康福祉学部 

（２～４年次） 

晴海キャンパス 

（中央区晴海一丁目２番） 

法科大学院 

（ロースクール) 

新宿サテライトキャンパス 

（新宿区西新宿二丁目８番） 

経営学専攻博士前期課程 

（ビジネススクール） 

飯田橋キャンパス 

（千代田区飯田橋三丁目５番） 

オープンユニバーシティ 

首都大学東京 

秋葉原サテライトキャンパス 

（千代田区外神田一丁目１８番） 

秋葉原サテライトキャンパス 

産業技術大学院

大学 

品川シーサイドキャンパス 

（品川区東大井一丁目１０番） 

産業技術研究科 

高専品川キャンパス 

（品川区東大井一丁目１０番） 

ものづくり工学科 

機械システム工学 

生産システム工学 

電気電子工学 

電子情報工学 

 

 

都立産業技術高

等専門学校 

高専荒川キャンパス 

（荒川区南千住八丁目１７番） 

ものづくり工学科 

情報通信工学 

ロボット工学 

航空宇宙工学 

医療福祉工学 

 （注） 南大沢キャンパスにおいては、システムデザイン学部の１、２年次及び健康福祉学部の 

１年次も修学している。 
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第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監査の範囲 

第６期（平成２２．４．１～平成２３．３．３１）及び第７期（平成２３．４．１～平成 

２４．３．３１）の事業について実施した。 

 ２ 実地監査期間 

 （１）総 務  局   平成２４年９月１８日及び同年１１月２１日 

  （２）法   人    平成２４年９月２４日から同年１１月２０日まで 

 

 

第４ 監査の結果 

 １ 運営に関する事項 

法人は、首都大学東京、産業技術大学院大学及び都立産業技術高等専門学校について、都知事

が定めた業務運営に係る中期目標に基づき、中期計画及び年度計画を作成し、運営を行っている。 

運営状況について見ると、第７期の当期純利益は１５億４，８０４万余円、当期総利益は１７億

５，９８９万余円、第７期末の財政状態は、資産合計１，５６２億８，６２２万余円、負債合計

１９５億８５９万余円、純資産合計１，３６７億７，７６２万余円となっている。また、前期（第

６期）との比較増減分析を通して確認したところ、運営状況に影響を及ぼす事項はなかった。 

運営環境について見ると、少子化の進展に伴う１８歳人口の減少や大学数の増加による学生獲得

競争の激化など、高等教育機関を取り巻く経営環境の厳しさが増している中にあって、法人として

も、既に、効果的・効率的な事業展開を図っていくために様々な取組を行っているところではある

ものの、産学公連携強化を通じた外部資金導入の促進等、今後も更なる取組が必要となっている。 

また、各教育機関は、社会や学術の発展に貢献し、都民生活の向上に寄与するため、質の高い教

育及び研究を行うことが求められているが、一方では、教育及び研究に係る経理事務については、

研究費を中心に適正な執行の徹底に努めなければならない。このため、事故防止の観点から、経費

の支出に係るチェック体制の強化と適切な運用を図ることが望まれる。 

   以上、運営状況について述べてきたが、法人の事業は、別項指摘事項を除き、出資の目的に沿 

って、適切に運営されていると認められる。 
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２ 指摘事項 

（１）法人 

ア 研究費の立替払に係る事務処理を適正に行うべきもの 

法人は、研究費の支出について、小額少量のものを購入する場合には原則１万円未満まで、

即時性がある場合には原則３万円未満まで、特例的に教員による立替払を認めており、具体的

な取扱いについては、「研究費の取扱いについて（平成２１年度改定版）」（以下「取扱い」とい

う。）を定めている。 

ところで、システムデザイン学部における研究費の立替払について見たところ、以下のとお

り、適正でない事例が複数認められた。 

① 「取扱い」によると、学会等の参加費で個人名義による振込の場合など特段の理由がある

場合には、３万円以上の案件についても、立替払が認められている。 

しかしながら、表５のとおり、３万円以上の案件のうち、特段の理由があるとは認められ

ないにもかかわらず、立替払を行っている事例が複数認められた。 

② 法人は、立替払後の精算について、速やかに（遅くとも２か月以内に）処理するよう、立

替払を行った者に対して指導を行っている。このため、「取扱い」では、書類の送付が２か月

を超えるなど、はなはだしく遅い場合には、立替分の支払いができないこともあるとしてい

る。 

しかしながら、表６のとおり、購入日から精算までに３か月以上かかっている事例が複数

認められた。 

法人は、立替払の取扱いについて、適正な事務処理を徹底されたい。 

（ 公立大学法人首都大学東京 ） 

 

（表５）３万円以上の事例         （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 件名 金額 

22 電動ハイブリッド自転車の購入 58,900

22 ドキュメント冊子の購入 85,680

23 テーブル・本棚の購入 52,870

23 コンパクトキュープハイテンションの購入 31,228

23 電磁バルブの購入 43,260

23 ＣＰＵ開発機器の購入 110,500

 

23 実験用センサーの購入 59,800

23 ターボチャージャーの購入 63,000  
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（表６）精算に３か月以上要している事例                   （単位：円） 

   

年度 件 名 金額 購入日 精算日 

22 書籍の購入 1,980 平成 22年 5月 13日 平成 23年 4月 15日

22 ロボット学会年会費 10,000 平成22年11月11日 平成 23年 4月 15日

22 精密工学会年会費 12,000 平成22年11月19日 平成 23年 4月 15日

22 デザインシンポジウム２０１０参加費 10,000 平成22年11月25日 平成 23年 4月 15日

22 電球の購入 590 平成 22年 12月 8日 平成 23年 4月 15日

22 インクカートリッジの購入 5,180 平成22年12月16日 平成 23年 4月 15日

22 プリント用品の購入 2,670 平成 23年 1月 11日 平成 23年 4月 15日

22 日本機械学会入会金及び年会費 13,000 平成22年11月12日 平成 23年 4月 28日

22 ＳＩ２０１０参加費 15,000 平成22年12月23日 平成 23年 4月 28日

23 ＴＳＦＰ７参加登録費 59,463 平成 23年 5月 27日 平成 23年 8月 30日

23 ＩＣＣＳ－１６参加登録費 42,161 平成 23年 6月 3日 平成 23年 8月 30日

23 ＩＣＣＭ１８参加登録費 20,723 平成 23年 6月 6日 平成 23年 9月 15日

23 アップル（ＭＣ６８１）の購入 17,800 平成 23年 4月 15日 平成 23年 9月 15日

23 取付け部品の購入 408 平成 23年 5月 30日 平成 23年 9月 15日

23 アルカリ乾電池の購入  796 平成 23年 6月 10日 平成23年10月14日

23 給油機具外１点の購入 1,155 平成 23年 6月 10日 平成23年10月14日

23 ＩＣＣＳ－１６参加登録費 77,793 平成 23年 7月 11日 平成23年10月14日

23 国際会議ＩＣＴＰ２０１１参加登録費 78,502 平成 23年 6月 27日 平成23年11月15日

23 韓国ＢＳＢＴ参加費 53,795 平成23年10月11日 平成 24年 1月 13日

23 ＵＬＰ消耗品の購入 2,640 平成23年10月24日 平成 24年 2月 15日

23 飛行試験用ラインマーカーの購入 680 平成23年10月24日 平成 24年 2月 15日

23 カチューシャの購入 1,005 平成 23年 10月 1日 平成 24年 2月 29日

23 布外４件の購入 5,475 平成 23年 10月 1日 平成 24年 2月 29日

23 メモリスティックの購入 4,380 平成 23年 10月 1日 平成 24年 2月 29日

23 ネジ外２件の購入 688 平成 23年 10月 1日 平成 24年 2月 29日

23 シーチングの購入 980 平成 23年 10月 1日 平成 24年 2月 29日

23 ＩＣＩＣＩ－ＢＭＥ２０１１学会参加費 25,816 平成23年10月11日 平成 24年 2月 29日

23 図書の購入 1,050 平成23年10月30日 平成 24年 2月 29日

23 スパイラルチューブ外１件の購入 996 平成23年10月16日 平成 24年 3月 15日

23 資料送付郵送料 240 平成 23年 11月 9日 平成 24年 3月 30日
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イ 履行確認を適正に行うべきもの 

法人は、都市教養学部サーバー等運用管理支援契約（契約期間：平成２３．４．１～平成２３．

９．３０及び平成２３．１０．１～平成２４．３．３１、契約金額：各２４万９，３７５円：

合計４９万８，７５０円）を締結している。 

契約の仕様における履行内容は、表７のとおりである。 

ところで、都市教養学部における当該契約の履行状況について見たところ、以下のとおり、

監査日（平成２４．９．２７）現在、適正でない事例が認められた。 

① 受託業者から提出を受けた４月から１０月分の「運用支援 月次作業報告書」が保管され

ていなかった。 

② １１月から３月分の月次作業報告書には「主な作業内容」についての記載があるものの、

表７中（４）訪問相談案件のヒアリング、回答などの内容、（５）ハードウェア障害時の一

時対応の状況及び（６）訪問対応の回数等の実施状況に係る報告がなされていない状況とな

っていた。 

法人は、サーバー等運用管理委託契約における履行確認を適正に行われたい。 

（ 公立大学法人首都大学東京 ） 

 

（表７）契約の仕様における履行内容 

（１）月１回程度の Windows update 及びセキュリティ上の必要なバッチ等適用 

（２）サーバーログ等の確認、稼動状況確認 

（３）上記適用・確認内容の報告 

（４）その他訪問相談案件のヒアリング、回答など 

（５）ハードウェア障害時の一時対応 

（６）工数概算（年間）－年９回訪問対応を上限とするインシデント制 
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  ウ 負担金の精算及び報告書の提出に係る事務手続を適正に行うべきもの 

法人は、学生の業界に対する理解を深めるために、業界団体と連携し、講座を設けており、

都市教養学部では、平成２２年度及び平成２３年度、Ａと提携し、講座を開講し、講師謝礼等

の経費を法人が負担することなどを記した覚書を締結している。 

覚書において、法人は、Ａに対し、２０万円を負担金分として前払いし、Ａは、最終講義終

了後２週間以内に負担金に係る報告書を提出し、残額が生じた場合には精算すること、及び学

期末には、講座の運営状況とその成果を法人に報告することが定められている。 

ところで、負担金の精算及び講座の成果報告の状況について見たところ、法人は、監査日（平

成２４．９．２６）現在、Ａから、平成２２年度及び平成２３年度の負担金に係る報告書の提

出を受けていなかった。その結果、残額が生じた場合に行われるべき負担金の精算の必要性及

び講座の運営状況とその成果について、適正に確認できない状況となっていた。 

法人は、講座の設置に係る負担金の精算及び報告書の提出に係る事務手続を適正に行われた

い。 

（ 公立大学法人首都大学東京 ） 
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エ 契約に係る事務を適正に行うべきもの 

   法人は、公立大学法人首都大学東京契約事務規程（平成１７年法人規程第２６号。以下「契

約事務規程」という。）第３２条において、予定価格が５０万円未満の場合は、単数の見積書を

徴することにより契約を行うことができるが、予定価格が５０万円以上３００万円未満の契約

案件については、３者以上から見積書を徴したうえで競争性のある契約を行うこととしている。 

ところで、法人における契約事務手続について見たところ、以下のとおり、適正でない事例

が複数認められた。 

① 都市教養学部において、液体ヘリウム及び木製閲覧デスク外２点の購入に係る契約状況を

見たところ、表８のとおり、いずれも予定価格が５０万円以上であるにもかかわらず、単数

の見積書を徴することにより契約が行われている。 

② 都市教養学部及び健康福祉学部において、図書の購入に係る契約状況を見たところ、都市 

教養学部においては、表９のとおり、契約年月日が２日以内の図書購入２件の予定価格の合

計が５０万円以上であり、また、健康福祉学部においては、表１０のとおり、購入決定年月

日が同日の図書購入３件の予定価格の合計が５０万円以上であるにもかかわらず、それぞれ

単数の見積書を徴することにより契約が行われている。 

③ 健康福祉学部において、物品の購入に係る契約状況を見たところ、表１１のとおり、予め

計画を立てて購入するものや、同日に受け付けており集約可能な物品を購入していた。これ

らの予定価格の合計は５０万円以上であるにもかかわらず、それぞれ単数の見積書を徴する

ことにより契約が行われている。 

④ 都市教養学部において、学系図書室で保管しているマイクロフィルム資料のＤＶＤによる

デジタル化に係る契約状況を見たところ、表１２のとおり、納入期限が同日の契約の予定価

格の合計が５０万円以上であるにもかかわらず、それぞれ単数の見積書を徴することにより

契約が行われている。 

⑤ 法人は、代価の支払方法及び時期について、契約事務規程第４６条により、別に定めると

ころによるとしているが、各学部においては、その運用に当たり、それぞれの契約の仕様書

に明記することにより対応している。 

健康福祉学部において、ノートパソコン外２件の物品の購入に係る支払状況を見たところ、

仕様書において、「契約履行完了後、適正な請求書が提出された後６０日以内に支払う」こ

ととしているにもかかわらず、表１３のとおり、支払い時期を超過していた。 

法人は、契約に係る事務を適正に行われたい。 

（ 公立大学法人首都大学東京 ） 
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（表８）都市教養学部における契約の締結状況               （単位：円） 

 件  名 予定価格 契約年月日 

液体ヘリウムの購入 ５０４，０００ 平成２２.７. ８ 

木製閲覧デスク外２点の購入 ５７２，２５０ 平成２３.２.１６ 

 

（表９）都市教養学部における契約の締結状況               （単位：円） 

 件  名 予定価格 契約年月日 

図書の購入 ２１６，２２６ 平成２３.１.２５ 

図書の購入 ３５９，５３９ 平成２３.１.２６ 

合  計 ５７５，７６５  

 

（表１０）健康福祉学部における契約の締結状況              （単位：円） 

 件  名 予定価格 決定年月日 

図書の購入 ４９８，４０９ 平成２４.１.３１ 

図書の購入 ４９８，８２６ 平成２４.１.３１ 

図書の購入 １９９，５００ 平成２４.１.３１ 

合  計 １，１９６，７３５  

 

（表１１）健康福祉学部における契約の締結状況              （単位：円） 

 件  名 （OA 用品） 予定価格 決定年月日 

パソコン外８点の購入 ４９３，７６７ 平成２３.５.１３ 

USB メモリ外７点の購入 ３１２，８９５ 平成２３.５.１３ 

ソフトウェア外６点の購入 ３３５，６７９ 平成２３.５.１３ 

合  計 １，１４２，３４１  

 

 件  名 （授業用物品） 予定価格 決定年月日 

吸引シュミレータの購入 ４８９，５１０ 平成２３.５.１７ 

小型吸引機外３点の購入 ２５９，３５０ 平成２３.５.１７ 

合  計 ７４８，８６０  

 

 件  名 （授業用物品） 予定価格 決定年月日 

紙おむつ外２１点の購入 ２４７，２２５ 平成２３.６.８ 

ガーゼ外１９点の購入 ３１８，３２８ 平成２３.６.８ 

合  計 ５６５，５５３  

 

 

 

- 137 -



 件  名 （OA 用品） 予定価格 決定年月日 

トナーカートリッジ外３点の購入 １８１，２３０ 平成２３.６.２９ 

パソコン外６点の購入 ３５７，０００ 平成２３.６.２９ 

合  計 ５３８，２３０  

 

 件  名 （OA 用品） 予定価格 決定年月日 

パソコン外３点の購入 ２９４，１０５ 平成２３.１２.１３ 

ソフトウェア外３点の購入 ２５９，００３ 平成２３.１２.１３ 

合  計 ５５３，１０８  

 

 件  名 （公開講座用物品） 予定価格 決定年月日 

パソコン外３点の購入 １５５，４００ 平成２４.１.２５ 

プロジェクターの購入 １２６，０００ 平成２４.１.２６ 

パソコンの購入 ４６２，０００ 平成２４.１.２７ 

合  計 ７４３，４００  

 

 件  名 （図書館用資料） 予定価格 決定年月日 

視聴覚資料の購入 ４７８，８００ 平成２４.３.１５ 

図書の購入 ２４７，２９６ 平成２４.３.２１ 

合  計 ７２６，０９６  

 

（表１２）都市教養学部における契約の締結状況              （単位：円） 

 件  名 予定価格 納品年月日 

マイクロフィルム保存用 DVD の購

入 
４４２，３９１ 平成２４.３.３０ 

マイクロフィルム保存用 DVD の購

入 
４４６，２５０ 平成２４.３.３０ 

合  計 ８８８，６４１  

 

（表１３）ノートパソコン外２件の購入及び支払状況            （単位：円、日） 

件  名 契 約 金 額 請 求 年 月 日 支 払 年 月 日 超過日数

ノートパソコン１点  ９４，８００ 平成２２.１１.２６ 平成２３.３.１５ ５０ 

神経細胞培養用培地外４点 １５５，４６２ 平成２２.１２.２８ 平成２３.３.３０ ３２ 

ノートパソコン１点 １７６，４００ 平成２４. ２.１６ 平成２４.４.２７ １０ 
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第５ 運営状況の概要  

１ 運営状況 

（１）運営実績 

法人は、首都大学東京、産業技術大学院大学及び都立産業技術高等専門学校の運営並びに産

学公連携の推進を行うことにより、教育、研究及び社会貢献に取り組んでいる。 

学生の定員及び現員の主な状況は、表１４のとおりである。 

 

（表１４）学生の定員及び現員（平成２３年５月１日現在）          （単位：人） 

定員 
 

入学 収容 
現員 

首都大学東京 

人文・社会系 ２００ ８００ ８９８

法学系 ２００ ８００ ９３６

経営学系 ２４０ ９６０ １，０３８

理工学系 ２６０ １，０４０ １，１９７

都市教養学部 

都市政策コース （１学年１５名程度） ４８

都市環境学部 ２００ ８００ ９１０

システムデザイン学部 ２７０ １，０８０ １，２１７

健康福祉学部 ２００ ８００ ８４６

小 計 １，５７０ ６，２８０ ７，０９０

博士前期 ６９２ １，３８４ １，６１１

博士後期 ２１３ ６３９ ５８６大学院 

専門職学位（法曹養成） ５２ １５６ １３１

 

計 ２，５２７ ８，４５９ ９，４１８

産業技術大学院大学 

情報アーキテクチャ専攻 ５０ １００ １２６

創造技術専攻 ５０ １００ １１４ 

計 １００ ２００ ２４０

都立産業技術高等専門学校 

ものづくり工学科 ３２０ １，６００ １，６０１

創造工学専攻 ３２ ６４ ７８ 

計 ３５２ １，６６４ １，６７９
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  ア 教育・研究 

  （ア）首都大学東京 

     首都大学東京は、国内外で起きている様々な事象に関心を持ち、都市社会の課題を発見し、

その解決に向けてリーダーシップを発揮する人材を育成することを目標としている。 

   学部と大学院における専門分野は、表１５及び表１６のとおりである。 

  また、都民や社会人等の学習ニーズに応える生涯学習の拠点として、さらには地域社会の

活性化を目指して、大学の持つ学術研究の成果を広く社会に還元する「オープンユニバーシ

ティ」を表１７のとおり開設している。 

   

（表１５）首都大学東京の学部 

学部 目的 学科・系・コース 

都市教養学部 

人文・社会・自然科学分野から都市の文

明や課題にアプローチする教養教育を土

台に、広い視野から各専門分野における

教育研究を行う。 

人文・社会系 

法学系 

経営学系 

理工学系 

都市政策コース 

都市環境学部 

自然科学、工学、都市科学などの分野で

環境問題を中核に捉えて総合的かつ横断

的な教育研究を行う。 

地理環境コース 

都市基盤環境コース 

建築都市コース 

分子応用化学コース 

自然・文化ツーリズムコース 

システム 

デザイン学部 

関連分野を横断的に複合・融合化し、シ

ステムとデザインという新機軸で芸術的

要素をも包含した教育研究を行う。 

ヒューマンメカトロニクスシス

テムコース 

情報通信システムコース 

航空宇宙システム工学コース 

経営システムデザインコース 

インダストリアルアートコース

健康福祉学部 
「活力ある長寿社会」の構築に貢献する

教育研究を行う。 

看護学科  

理学療法学科 

作業療法学科 

放射線学科 
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（表１６）大学院の研究科 

研究科 目的 専攻・学域 

人文科学研究科 

世界水準の人文科学の基礎的研究を土台に据えつ

つ、文化、社会、伝統、異文化理解の観点から学

際的研究に取り組み、グローバルな現代社会の課

題に挑む。 

社会行動学専攻 

人間科学専攻 

文化基礎論専攻 

文化関係論専攻 

社会科学研究科 

法律学・政治学・経営学の領域における高度な研

究を基盤に、国や都をはじめとする公共団体が抱

える課題に具体的提言を提示できる２１世紀の法

的・政治的・経営的研究の核を目指す。 

法学政治学専攻 

法曹養成専攻 

経営学専攻 

理工学研究科 

高度な科学的知識に基づく真理の探求により独創

的な研究成果をあげることを通じて、新規学問領

域の創成や、都市・人間・自然環境などに関連す

る中長期の社会的課題の解決に貢献する。 

数理情報科学専攻 

物理学専攻 

分子物質化学専攻 

生命科学専攻 

電気電子工学専攻 

機械工学専攻 

都市環境科学 

研究科 

都市環境を構成する各要素について、観測と解析

を基礎に相互作用を明らかにし、持続して発展す

る都市を構築しうる科学体系としての都市環境科

学の確立を目指す。 

地理環境科学域 

都市基盤環境学域 

建築学域 

都市システム科学域 

分子応用化学域 

観光科学域 

システム 

デザイン研究科 

大規模なシステムが有する多様な問題を解決する

目的で、システム要素に関する領域を科学的・横

断的に俯瞰し、数理的・論理的手法を主たる基盤

として人間的要素も視野に入れたシステムデザイ

ン学を追求する。 

ヒューマンメカトロニク

スシステム学域 

情報通信システム学域 

航空宇宙システム工学域

経営システムデザイン学

域 

インダストリアルアート

学域 

人間健康科学 

研究科 

大都市で生活する人々の「健康」に関連する研究を

重点的に行う。特に「活力ある長寿社会の実現」に

貢献する研究は、本研究科の重要課題のひとつであ

る。 

看護科学域 

理学療法科学域 

作業療法科学域 

放射線科学域 

フロンティアヘルスサイ

エンス学域 

ヘルスプロモーションサ

イエンス学域 
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（表１７）オープンユニバーシティの実施状況（平成２３年度） 

総会員数 開講講座 総受講者数 

一般会員  ９，０１９名 

法人会員    ２８６法人 
２７３ ３，３６９人 

 

 

（イ）産業技術大学院大学 

   産業技術大学院大学は、新たな価値を創造し、産業の活性化に資する意欲と能力を持つ高

度専門職業人の養成を目的として、平成１８年４月に開校した、専門職大学院である。 

   産業技術大学院大学における専門分野は、表１８のとおりである。 

 

（表１８）産業技術大学院大学の研究科 

研究科 専攻 概要 

情報アーキテクチャ 
情報システムを設計し、その運用を含む全体プロセ

スを管理する能力を持つ人材を育成する。 

産業技術研究科 

創造技術 
顧客のニーズに的確に応えた製品開発ができ、イノ

ベーションを実現する人材を育成する。 

 

 

（ウ）都立産業技術高等専門学校 

   都立産業技術高等専門学校は、都立工業高等専門学校と都立航空工業高等専門学校を統

合・再編し、平成１８年４月に開校した、高等専門学校である。平成２０年に公立大学法人首

都大学東京に移管された。 

   都立産業技術高等専門学校における専門分野は、表１９のとおりである。 

- 142 -



（表１９）都立産業技術高等専門学校の学科と専攻 

学科・専攻 目的 コース 

ものづくり工学科

（本科） 

首都東京の産業振興や課題解

決に貢献するものづくりスペ

シャリストを育成する。 

機械システム工学 

生産システム工学 

電気電子工学 

電子情報工学 

情報通信工学 

ロボット工学 

航空宇宙工学 

医療福祉工学 

創造工学専攻 

（専科） 

高専の５年間の教育終了後、さ

らに２年間の専門的教育課程

により、先端技術の開発ができ

る創造的で実践的な技術者を

育成する。 

機械工学 

電気電子工学 

情報工学 

航空宇宙工学 

情報アーキテクチャ接続※ 

創造技術接続※ 

※ 情報アーキテクチャ接続及び創造技術接続とは、産業技術大学院大学の各専攻への進学を前 

提としたコースである。 

 

 

イ 研究及び社会貢献 

（ア）産学公連携 

 大学等における学術研究の成果を広く社会に還元し、地域における産業振興や文化の発展に

寄与するため、産学公連携センターを運営し、表２０のとおり、企業等との共同研究・受託

研究の推進及び各種相談を実施している。 

 

（表２０）共同研究等実績                          （単位：件） 

 共同研究 受託研究 提案公募 特定研究寄附 計 

平成２２年度 １３９ ２７ ６３ １４５ ３７４

平成２３年度 １２２ ２０ ７０ １２４ ３３６
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（イ）都との連携 

都のシンクタンクとして都が直面する様々な課題の解決に貢献するため、教育研究の成果を

活用し、都との連携事業及び各種試験研究機関との共同研究に取り組んでいる。 

都との連携事業の実績は、平成２２年度は３１件、平成２３年度は３８件であり、事業の例

は表２１のとおりである。 

 

（表２１）都との連携事業の主な事例 

件   名 所管局 実施年度 

光化学オキシダント対策の効率的な推進に関する研究 

環境局 

（財団法人東京都環

境整備公社※） 

平成２２年度 

多摩の魅力発信講座の実施 総務局 平成２３年度 

環境学習講座の実施 環境局 平成２３年度 

※ 現：公益財団法人東京都環境公社 
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（２）収支状況 

   第６期及び第７期における法人全体の収支状況は、表２２のとおりである。 

                                             

  （表２２）法人全体の収支状況                     （単位：百万円） 

 第７期 第６期 増(△)減 増減率(％)

運営費交付金 17,287 16,223 1,064 6.6

施設費補助金 4,264 3,704 560 15.1

授業料収入等 5,672 5,844 △  172 △   2.9自己収入 

その他収入 428 298 130 43.6

外部資金 1,591 1,972 △  381 △  19.3

目的積立金取崩 287 404 △  117 △  29.0

収 

 

 

入 

      収入合計 29,529 28,444 1,085 3.8

教育研究経費 16,297 13,394 2,903 21.7業務費 

 管理費 5,563 7,751 △ 2,188 △  28.2

施設整備費 4,264 3,704 560 15.1

外部資金研究費 1,645 1,899 △  254 △  13.4

支 

 

 

出 

      支出合計 27,769 26,749 1,020 3.8

収 支 差 額 1,760 1,696 64 3.8

 

収入のうち、運営費交付金及び施設費補助金とは、法人が行う事業の財源に充てるために、都 

から交付される経費である。 

運営費交付金には、通常の法人運営事業に対して交付される「標準運営費交付金」と、職員の

退職金等、特定の期間や目的に限定して交付される「特定運営費交付金」の２種類があり、施設

費補助金は、法人が行う施設・設備の整備に要する経費に対して交付されている。 

また、自己収入とは、授業料や入学金などの収入であり、外部資金とは、国や地方公共団体、

民間企業からの受託研究や受託事業などによる収入である。 

   支出のうち、業務費及び施設整備費とは、法人の業務運営に要する経費である。 

   業務費には、授業及び各種研究等の事業運営に要する「教育研究経費」と、法人全体の管理運

営に要する「管理費」の２種類があり、施設整備費は、都からの補助金を財源として、法人が行

う施設・設備の整備に要する経費である。 

   また、外部資金研究費とは、国や地方公共団体、民間企業からの受託研究や受託事業などを実

施する経費である。 

 

- 145 -



（３）経営成績 

 ア 損益計算書項目の比較増減説明 

第６期及び第７期の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。 

第７期における経営成績は、経常費用２５０億４，９８０万余円、経常収益２６７億９２２万

余円、経常利益１６億５，９４２万余円であり、臨時損失２億２，００５万余円、臨時利益１億

８６７万余円を加減した当期純利益は１５億４，８０４万余円となっている。 

この結果、当期純利益に前中期目標期間繰越積立金取崩額２億１，１８４万余円を加えた当

期総利益は、１７億５，９８９万余円となっている。 

経常費用は、２５０億４，９８０万余円であり、第６期（２３８億１，１２４万余円）と比

較して１２億３，８５５万余円（５．２％）増加している。これは主に、一般管理費が減少し

たものの、退職者数の増加により教員人件費が増加したことによるものである。 

経常収益は、２６７億９２２万余円であり、第６期（２５２億８，２８８万余円）と比較し

て１４億２，６３４万余円（５．６％）増加している。これは主に、補助金等収益が減少した

ものの、都から交付された運営費交付金収益が増加したことによるものである。 

この結果、経常利益は１６億５，９４２万余円と第６期（１４億７，１６３万余円）と比較

して１億８，７７８万余円（１２．８％）増加している。 

臨時損失は、２億２，００５万余円であり、第６期（３億５，３１９万余円）と比較して１億

３，３１３万余円（３７．７％）減少している。これは、固定資産除却損が減少したことによ

るものである。また、臨時利益は、１億８６７万余円であり、第６期（８，２５３万余円）と

比較して２，６１４万余円（３１．７％）増加している。これは主に、落雷被害による保険料

収益１億３２万余円を計上したことによるものである。 

 

（４）財政状態 

  ア 貸借対照表項目の比較増減説明 

第６期末及び第７期末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

第７期末の財政状態は、資産合計１，５６２億８，６２２万余円、負債合計１９５億８５９万

余円、純資産合計１，３６７億７，７６２万余円となっている。 

資産合計は、第６期末（１，４３８億１，８６６万余円）と比較して１２４億６，７５５万

余円（８．７％）増加している。これは、流動資産が３１億８０３万余円減少したものの、固

定資産が１５５億７，５５９万余円増加したことによるものである。 

流動資産の減少は、主に、第一期中期目標期間の終了に伴う都への返納金３７億６，８５３万

余円にあてるため、有価証券が１９億１８０万余円、現金及び預金が１８億４８３万余円それ

ぞれ減少したことによるものである。 

固定資産の増加は、主に、都から都立産業技術高等専門学校荒川キャンパスの敷地の現物出

資を受けたことにより、土地が１３１億５，６６６万余円増加したことによるものである。 
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負債合計は、第６期末（１８８億２，６０３万余円）と比較して６億８，２５５万余円（３．

６％）増加している。これは、固定負債が１億６，９１１万余円減少したものの、流動負債が

８億５，１６７万余円増加したことによるものである。 

固定負債の減少は、主に、リース債務の減少に伴い、長期未払金が減少したことによるもの

である。 

流動負債の増加は、主に、退職手当の支払対象者の増加に伴い、未払金が増加したことによ

るものである。 

純資産合計は、第６期末（１，２４９億９，２６２万余円）と比較して１１７億８，４９９万

余円（９．４％）増加している。これは主に、都が追加出資を行ったことに伴い、資本金が増

加したことによるものである。 

 

（５）運営環境に関する評価及び財務事務に関する内部統制 

 ア 運営環境に関する評価 

 法人は、法第２５条により知事が定めた業務運営に係る中期目標に基づき、中期計画及び年

度計画を作成し運営を行っている。 

 地方独立行政法人という新たな制度のもとで、法人化と同時に開始された第一期中期目標期

間は平成２２年度末に終了し、現在、平成２３年度から平成２８年度を対象期間とする、第二

期中期目標期間が進行している。 

都評価委員会は、平成２４年８月開催の委員会で、法人が、年度計画に掲げた施策は概ね達成

しており、新たな中期目標期間を順調にスタートしたと評価している。 

法人は、第一期中期目標期間に得られた成果を土台として、教育の充実、研究の推進等すべ

ての面で、従来に増して様々な新しい措置を講じるなどの努力をしており、特に、２大学１高

専の強みを活かした共同研究を通じて、大学・高専の連携は深まっており、社会貢献の点にお

いても、都政への協力及び自治体等との連携を通じた地域産業振興への貢献など、一定の成果

を上げている。 

法人は、少子化の進展に伴う１８歳人口の減少や大学数の増加による学生獲得競争の激化など、

高等教育機関を取り巻く経営環境の厳しさが増している中にあって、より一層効果的・効率的な

事業展開を図っていくため、新たな教員人事制度の導入、固有職員を軸とした組織体制の強化、

中期目標に掲げられた効率化係数の実現に向けた取組を推進している。今後とも継続した取組が

望まれるほか、教育・研究内容の質の向上や国際化の推進等により、産学公連携をさらに強化す

ることを通じ、外部資金導入の促進に努めていくことも必要である。 

法人には、都から出資及び運営費の交付を受けて大学等を運営する地方独立行政法人として、

質の高い教育及び研究を行い、社会や学術の発展に貢献し、都民生活の向上に寄与していくこと

が求められる。 
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イ 財務事務に関する内部統制 

  財務事務に関する内部統制の整備及び運用状況について、その変遷を見たところ、地方独立行

政法人化以前は、研究交付金制度という、都の会計諸規程に直接縛られない大学独自の弾力的な

執行による会計制度に基づき運営が行われていた。 

  しかしながら、平成１７年度、地方独立行政法人化に伴い、①弾力的・効率的な予算執行、②

明確な目標設定と業務実績の評価、③財務内容の透明性の確保を大きな柱とする地方独立行政法

人の会計制度の下、研究費に関する会計制度についても、他の事業費等と同様の会計・経理・契

約等の規定に従って、運用することとなった。 

  法人では、平成１８年１１月、「研究費の取扱いについて」とするマニュアル（最新改訂：平

成２１年度）を作成し、適切な執行に努めているところではあるが、今回、マニュアルが遵守さ

れておらず、改善を要すべき事項が一部に認められた。 

  公立大学を運営する地方独立行政法人として、教育及び研究に係る経理事務について内部統制

の向上に努め、事故防止の観点から経費の支出に係るチェック体制の強化と適切な運用を図るこ

とが望まれる。 

- 148 -



(別表　１） 比　較　損　益　計　算　書

第７期
（平成23.4.1～
　平成24.3.31）

第６期
（平成22.4.1～
　平成23.3.31）

金額(Ａ) 金額(Ｂ) 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率（C/B×100）

経常費用 25,049,803,211 23,811,248,432 1,238,554,779 5.2
業務費 22,338,555,544 21,053,389,393 1,285,166,151 6.1

教育経費 3,713,270,518 3,382,870,792 330,399,726 9.8
研究経費 2,128,917,316 2,126,726,291 2,191,025 0.1
教育研究支援経費 1,321,042,193 1,479,319,874 △ 158,277,681 △ 10.7
受託研究費等 768,577,519 762,443,503 6,134,016 0.8
受託事業費等 382,386,270 487,289,334 △ 104,903,064 △ 21.5
役員人件費 133,282,176 133,106,371 175,805 0.1
教員人件費 10,927,034,343 9,779,638,325 1,147,396,018 11.7
職員人件費 2,964,045,209 2,901,994,903 62,050,306 2.1

一般管理費 2,575,366,270 2,662,420,261 △ 87,053,991 △ 3.3
財務費用 32,166,773 47,447,698 △ 15,280,925 △ 32.2

支払利息 32,164,952 47,447,698 △ 15,282,746 △ 32.2
その他財務費用 1,821 0 1,821 －

雑損 103,714,624 47,991,080 55,723,544 116.1
経常収益 26,709,229,790 25,282,886,114 1,426,343,676 5.6

運営費交付金収益 16,195,188,489 14,708,737,130 1,486,451,359 10.1
授業料収益 5,289,204,150 5,256,068,600 33,135,550 0.6
入学金収益 630,495,600 627,746,100 2,749,500 0.4
検定料収益 241,861,400 240,269,600 1,591,800 0.7
オープンユニバーシティ収益 52,285,850 58,663,450 △ 6,377,600 △ 10.9
オープンインスティテュート収益 0 582,700 △ 582,700 △ 100
社会人教育プログラム収益 20,176,320 18,267,720 1,908,600 10.4
受託研究等収益 776,366,815 762,113,447 14,253,368 1.9

55,086,782 31,405,305 23,681,477 75.4

721,280,033 730,708,142 △ 9,428,109 △ 1.3

受託事業等収益 393,231,382 487,133,690 △ 93,902,308 △ 19.3

335,365,907 463,534,595 △ 128,168,688 △ 27.7

57,865,475 23,599,095 34,266,380 145.2

寄附金収益 188,639,611 189,810,979 △ 1,171,368 △ 0.6
施設費収益 1,109,663,698 1,189,550,705 △ 79,887,007 △ 6.7
補助金等収益 123,612,522 237,828,351 △ 114,215,829 △ 48.0
資産見返負債戻入 1,168,931,612 1,064,436,356 104,495,256 9.8

資産見返運営費交付金等戻入 861,995,031 692,676,045 169,318,986 24.4
資産見返補助金等戻入 20,362,977 13,770,551 6,592,426 47.9
資産見返寄附金戻入 175,382,529 178,489,089 △ 3,106,560 △ 1.7
資産見返物品受贈額戻入 111,191,075 179,500,671 △ 68,309,596 △ 38.1

財務収益 90,814,108 68,183,499 22,630,609 33.2
受取利息 4,811,037 404,572 4,406,465 －
有価証券利息 74,653,289 67,778,927 6,874,362 10.1
有価証券売却益 11,349,782 0 11,349,782 －

雑益 428,758,233 373,493,787 55,264,446 14.8
科学研究費間接経費収益 286,935,430 251,176,540 35,758,890 14.2
建物管理費等負担金収益 29,894,752 29,732,642 162,110 0.5
国際交流会館使用料収益 16,212,279 15,556,768 655,511 4.2
センター試験経費収益 12,387,078 13,976,024 △ 1,588,946 △ 11.4
学生寮収益 10,880,500 11,688,900 △ 808,400 △ 6.9
設備機器貸付料収益 935,950 1,802,550 △ 866,600 △ 48.1
ロケーションボックス収益 4,840,000 6,180,000 △ 1,340,000 △ 21.7
その他収益 66,672,244 43,380,363 23,291,881 53.7

経常利益 1,659,426,579 1,471,637,682 187,788,897 12.8
臨時損失 220,057,987 353,192,978 △ 133,134,991 △ 37.7

固定資産除却損 220,057,987 353,192,978 △ 133,134,991 △ 37.7
臨時利益 108,678,427 82,535,779 26,142,648 31.7

保険料収益 105,248,961 0 105,248,961 －
資産見返負債戻入 3,429,466 82,535,779 △ 79,106,313 △ 95.8

当期純利益 1,548,047,019 1,200,980,483 347,066,536 28.9
目的積立金取崩額 0 220,484,409 △ 220,484,409 △ 100
前中期目標期間繰越積立金取崩額 211,849,624 0 211,849,624 －
当期総利益 1,759,896,643 1,421,464,892 338,431,751 23.8

（単位：円、％）

増（△）減
科　　　　　　目

国又は地方公共団体以外からの
受託事業等収益

国又は地方公共団体からの
受託研究収益

国又は地方公共団体以外からの
受託研究収益

国又は地方公共団体からの
受託事業等収益
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（別表２－１）　比　較　貸　借　対　照　表

第７期
（平成24.3.31）

第６期
（平成23.3.31）

金額(Ａ) 金額(Ｂ) 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ）率（C/B×100）

資産の部

固定資産 148,297,707,602 132,722,112,346 15,575,595,256 11.7

有形固定資産 143,733,893,548 130,240,504,899 13,493,388,649 10.4

土地 86,035,367,540 72,878,700,340 13,156,667,200 18.1

建物 46,341,955,714 45,510,791,314 831,164,400 1.8

構築物 2,039,695,529 1,975,499,554 64,195,975 3.2

機械装置 4,767,687 5,570,858 △ 803,171 △ 14.4

工具器具備品 4,316,336,724 5,022,991,089 △ 706,654,365 △ 14.1

図書 4,847,228,735 4,667,931,826 179,296,909 3.8

美術品・収蔵品 69,554,510 69,554,510 0 0

車両運搬具 3,978,565 8,937,381 △ 4,958,816 △ 55.5

建設仮勘定 75,008,544 100,528,027 △ 25,519,483 △ 25.4

無形固定資産 183,574,871 206,048,154 △ 22,473,283 △ 10.9

特許権 8,695,757 3,483,928 5,211,829 149.6

商標権 3,676,179 4,657,159 △ 980,980 △ 21.1

意匠権 357,936 425,049 △ 67,113 △ 15.8

ソフトウェア 113,659,652 138,661,586 △ 25,001,934 △ 18.0

特許権等仮勘定 55,014,804 56,649,889 △ 1,635,085 △ 2.9

その他の無形固定資産 2,170,543 2,170,543 0 0

投資その他の資産 4,380,239,183 2,275,559,293 2,104,679,890 92.5

投資有価証券 3,778,679,183 2,275,559,293 1,503,119,890 66.1

長期性預金 600,000,000 0 600,000,000 －

敷金・保証金 1,560,000 0 1,560,000 －

流動資産 7,988,515,390 11,096,554,290 △ 3,108,038,900 △ 28.0

現金及び預金 4,017,299,173 5,822,130,116 △ 1,804,830,943 △ 31.0

未収学生納付金収入 423,000 1,930,750 △ 1,507,750 △ 78.1

有価証券 1,300,000,000 3,201,806,050 △ 1,901,806,050 △ 59.4

前払費用 12,337,072 4,944,054 7,393,018 149.5

未収収益 13,222,542 11,900,811 1,321,731 11.1

未収入金 2,643,602,432 2,033,230,934 610,371,498 30.0

立替金 1,493,371 1,835,375 △ 342,004 △ 18.6

仮払金 122,000 18,776,200 △ 18,654,200 △ 99.4

その他の流動資産 15,800 0 15,800 －

資産合計 156,286,222,992 143,818,666,636 12,467,556,356 8.7

（注）固定資産の減価償却累計額は、平成２３年度 31,567,592,832円、平成２２年度 27,043,636,048円である。

（単位：円、％）

増（△）減
科　　　　　　目
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（別表２－２）　比　較　貸　借　対　照　表

第７期
（平成24.3.31）

第６期
（平成23.3.31）

金額(Ａ) 金額(Ｂ) 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率（C/B×100）

負債の部

固定負債 12,310,788,508 12,479,901,401 △ 169,112,893 △ 1.4

資産見返負債 11,575,923,090 11,423,471,572 152,451,518 1.3

資産見返運営費交付金等 5,691,131,328 5,468,056,935 223,074,393 4.1

資産見返補助金等 62,260,253 68,914,342 △ 6,654,089 △ 9.7

資産見返寄附金 459,346,950 428,222,638 31,124,312 7.3

資産見返物品受贈額 5,241,304,715 5,352,495,810 △ 111,191,095 △ 2.1

建設仮勘定等見返運営費交付金 52,947,365 46,029,149 6,918,216 15.0

建設仮勘定見返施設費 66,459,794 58,903,621 7,556,173 12.8

建設仮勘定見返補助金等 2,367,685 849,077 1,518,608 178.9

建設仮勘定見返寄附金 105,000 0 105,000 －

引当金 11,302,426 13,897,988 △ 2,595,562 △ 18.7

退職給付引当金 11,302,426 13,897,988 △ 2,595,562 △ 18.7

長期未払金 723,562,992 1,042,531,841 △ 318,968,849 △ 30.6

流動負債 7,197,809,857 6,346,138,101 851,671,756 13.4

預り補助金等 560,496 13,148,760 △ 12,588,264 △ 95.7

寄附金債務 189,570,768 209,458,849 △ 19,888,081 △ 9.5

前受受託研究費等 111,083,649 222,446,533 △ 111,362,884 △ 50.1

前受受託事業費等 15,505,646 17,295,486 △ 1,789,840 △ 10.3

未払金 6,406,271,540 5,435,562,069 970,709,471 17.9

未払費用 76,187,609 83,880,680 △ 7,693,071 △ 9.2

未払消費税等 16,025,000 7,924,000 8,101,000 102.2

前受金 716,970 1,853,890 △ 1,136,920 △ 61.3

預り科学研究費補助金等 155,287,718 226,103,324 △ 70,815,606 △ 31.3

預り金 214,191,635 111,230,483 102,961,152 92.6

引当金 3,738,030 8,135,213 △ 4,397,183 △ 54.1

賞与引当金 3,738,030 8,135,213 △ 4,397,183 △ 54.1

その他の流動負債 8,670,796 9,098,814 △ 428,018 △ 4.7

負債合計 19,508,598,365 18,826,039,502 682,558,863 3.6

純資産の部

資本金 141,601,826,020 128,445,158,820 13,156,667,200 10.2

地方公共団体出資金 141,601,826,020 128,445,158,820 13,156,667,200 10.2

資本剰余金 △ 10,626,634,814 △ 11,582,381,901 955,747,087 △ 8.3

資本剰余金 11,159,498,088 7,913,071,938 3,246,426,150 41.0

損益外減価償却累計額 △ 21,786,132,902 △ 19,495,453,839 △ 2,290,679,063 11.7

利益剰余金 5,802,433,421 8,129,850,215 △ 2,327,416,794 △ 28.6

効率化推進積立金 0 1,080,000,000 △ 1,080,000,000 △ 100

0 2,591,795,824 △ 2,591,795,824 △ 100

積立金 0 3,036,589,499 △ 3,036,589,499 △ 100

前中期目標期間繰越積立金 4,042,536,778 0 4,042,536,778 －

当期未処分利益 1,759,896,643 1,421,464,892 338,431,751 23.8

（うち当期総利益） 1,759,896,643 1,421,464,892 338,431,751 23.8

純資産合計 136,777,624,627 124,992,627,134 11,784,997,493 9.4

負債純資産合計 156,286,222,992 143,818,666,636 12,467,556,356 8.7

教育研究の質の向上及び
運営組織の改善目的積立金

（単位：円、％）

増（△）減
科　　　　　　目
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（別表　３）　比較キャッシュ・フロー計算書

第７期
（平成23.4.1～
　平成24.3.31）

第６期
（平成22.4.1～
　平成23.3.31）

金額(Ａ) 金額(Ｂ) 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率（C/B×100）

業務活動によるキャッシュ・フロー 73,200,892 3,557,429,301 △ 3,484,228,409 △ 97.9

△ 5,345,720,169 △ 4,818,028,649 △ 527,691,520 11.0

人件費支出 △13,117,083,248 △13,400,535,280 283,452,032 △ 2.1

その他の業務支出 △ 2,385,650,159 △ 3,700,878,669 1,315,228,510 △ 35.5

運営費交付金収入 17,287,417,115 16,223,242,698 1,064,174,417 6.6

授業料収入 4,841,369,740 4,866,947,025 △ 25,577,285 △ 0.5

入学金収入 603,169,800 606,053,250 △ 2,883,450 △ 0.5

検定料収入 236,443,000 238,413,600 △ 1,970,600 △ 0.8

受託研究等収入 599,470,429 841,653,130 △ 242,182,701 △ 28.8

受託事業等収入 376,311,388 539,598,887 △ 163,287,499 △ 30.3

補助金等収入 116,331,827 261,652,343 △ 145,320,516 △ 55.5

補助金等の精算による返還金の支出 △ 5,177,638 △ 165,120 △ 5,012,518 －

寄附金収入 105,729,843 144,884,750 △ 39,154,907 △ 27.0

その他の収入 423,873,629 1,754,591,336 △ 1,330,717,707 △ 75.8

保険金による収入 105,248,961 0 105,248,961 －

設立団体納付金の支払額 △ 3,768,533,626 0 △ 3,768,533,626 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 902,237,016 △ 719,162,227 △ 183,074,789 25.5

定期預金の預入による支出 △ 600,000,000 0 △ 600,000,000 －

有価証券の取得による支出 △ 2,716,040,000 △ 6,883,821,200 4,167,781,200 △ 60.5

有価証券の償還による収入 2,100,000,000 8,700,000,000 △ 6,600,000,000 △ 75.9

有価証券の売却による収入 1,022,560,000 0 1,022,560,000 －

有形固定資産の取得による支出 △ 4,409,422,687 △ 5,525,806,191 1,116,383,504 △ 20.2

無形固定資産の取得による支出 △ 43,849,780 △ 32,271,555 △ 11,578,225 35.9

△ 1,560,000 0 △ 1,560,000 －

敷金の返還による収入 0 7,377,660 △ 7,377,660 △ 100

施設費による収入 3,663,838,285 2,922,984,350 740,853,935 25.3

利息及び配当金の受取額 82,237,166 92,374,709 △ 10,137,543 △ 11.0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 975,794,819 △ 986,738,183 10,943,364 △ 1.1

リース債務の返済による支出 △ 943,629,867 △ 939,489,825 △ 4,140,042 0.4

利息の支払額 △ 32,164,952 △ 47,248,358 15,083,406 △ 31.9

資金増加額 △ 1,804,830,943 1,851,528,891 △ 3,656,359,834 △ 197.5

資金期首残高 5,822,130,116 3,970,601,225 1,851,528,891 46.6

資金期末残高 4,017,299,173 5,822,130,116 △ 1,804,830,943 △ 31.0

敷金の支出

原材料、商品又はサービスの購入に
よる支出

（単位：円、％）

増（△）減
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（別表　４）　比較行政サービス実施コスト計算書

第７期
（平成23.4.1～
　平成24.3.31）

第６期
（平成22.4.1～
　平成23.3.31）

金額(Ａ) 金額(Ｂ) 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率（C/B×100）

業務費用 17,161,143,209 16,135,512,516 1,025,630,693 6.4

損益計算書上の費用 25,269,861,198 24,164,441,410 1,105,419,788 4.6

業務費 22,338,555,544 21,053,389,393 1,285,166,151 6.1

一般管理費 2,575,366,270 2,662,420,261 △ 87,053,991 △ 3.3

財務費用 32,166,773 47,447,698 △ 15,280,925 △ 32.2

雑損 103,714,624 47,991,080 55,723,544 116.1

臨時損失 220,057,987 353,192,978 △ 133,134,991 △ 37.7

(控除）自己収入等 △ 8,108,717,989 △ 8,028,928,894 △ 79,789,095 1.0

授業料収益 △ 5,289,204,150 △ 5,256,068,600 △ 33,135,550 0.6

入学金収益 △ 630,495,600 △ 627,746,100 △ 2,749,500 0.4

検定料収益 △ 241,861,400 △ 240,269,600 △ 1,591,800 0.7

受託研究等収益 △ 776,366,815 △ 762,113,447 △ 14,253,368 1.9

受託事業等収益 △ 393,231,382 △ 487,133,690 93,902,308 △ 19.3

寄附金収益 △ 188,639,611 △ 189,810,979 1,171,368 △ 0.6

財務収益 △ 90,814,108 △ 68,183,499 △ 22,630,609 33.2

オープンユニバーシティ収益 △ 52,285,850 △ 58,663,450 6,377,600 △ 10.9

社会人教育プログラム収益 △ 20,176,320 △ 18,267,720 △ 1,908,600 10.4

雑益 △ 141,822,803 △ 122,317,247 △ 19,505,556 15.9

資産見返寄附金戻入 △ 175,382,529 △ 178,489,089 3,106,560 △ 1.7

臨時利益 △ 108,437,421 △ 19,282,773 △ 89,154,648 462.4

損益外減価償却等相当額 2,294,242,462 2,075,927,994 218,314,468 10.5

損益外減価償却相当額 2,294,242,462 2,074,702,947 219,539,515 10.6

損益外固定資産除却相当額 0 1,225,047 △ 1,225,047 △ 100

損益外除売却差額相当額 3,820,536 0 3,820,536 －

引当外賞与増加見積額 △ 30,766,775 3,008,301 △ 33,775,076 －

引当外退職給付増加見積額 △ 484,547,290 △ 8,206,008 △ 476,341,282 －

機会費用 1,559,236,685 1,992,569,640 △ 433,332,955 △ 21.7

354,356,000 548,100,000 △ 193,744,000 △ 35.3

地方公共団体出資の機会費用 1,204,880,685 1,444,469,640 △ 239,588,955 △ 16.6

行政サービス実施コスト 20,503,128,827 20,198,812,443 304,316,384 1.5

国又は地方公共団体財産の無償
又は減額された使用料による貸
借取引の機会費用

（単位：円、％）

科　　　　　　目
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